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○補助金交付規程


（目的）
第１条　この規程は、社会福祉法人福津市社会福祉協議会が、福祉団体等が市の区域において行う福祉活動等（以下「補助事業」という。）に対して交付する補助金の申請、決定等に関する事項その他補助金に係る予算の執行に関する基本的事項を定めることにより、補助金に係る予算の執行の適正化を図ることを目的とする。
　（補助金の交付申請）
第２条　補助金の交付の申請をしようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書をその定める期日までに会長に提出しなければならない。
(１)　申請者の住所、団体の名称及び代表者名
(２)　補助事業の目的及び内容
(３)　交付を受けようとする補助金の額
(４)　その他会長が必要と認める事項
　（補助金の交付決定）
第３条　会長は、補助金の交付の申請があったときは、当該申請書に係る書類により、補助金の交付が予算の範囲内であり補助事業の目的及び内容が適正であるかどうかを審査し、補助金を交付すべきものと認めたときは、速やかに補助金の交付の決定をするものとする。
２　会長は、前項の場合において必要があるときは、補助金の交付の申請に係る事項につき、修正を加えてその交付の決定をすることができる。
　（決定の通知）
第４条　会長は、補助金の交付の決定をしたときは、速やかに、その決定の内容及び条件を付した場合は、その条件を補助金交付の申請者に通知するものとする。
　（交付の条件）
第５条　補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助事業を中止し、又は内容を変更（軽微な変更を除く。）しようとするときは、会長の承認を受けなければならない。
２　補助事業者は、補助事業の遂行が困難となったときは、速やかに、会長に報告してその指示を受けなければならない。
　（補助金の請求）
第６条　補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、請求書を会長に提出しなければならない。
　（実績報告）
第７条　補助事業者は、補助事業が完了したときは、補助事業の成果を記載した実績報告書を会長に提出しなければならない。
　（補助金の額の確定等）
第８条　会長は、補助事業の実績報告書を受けたときは、補助事業の成果が交付の決定内容及び条件に適合するものであるかどうかを審査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、当該補助事業者に通知するものとする。
　（補助金の返還）
第９条　会長は、補助金の交付決定を変更し、又は取り消した場合若しくは補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずることがある。
　（関係書類の整備）
第10条　補助事業者は、補助事業に係る経費の収支を明らかにした書類、帳簿等を整備し、事業完了後５年間保管しなければならない。
　（補則）
第11条　この規程の施行に関し必要な事項は、会長が別に定める。
　　　附　則
この規程は、公布の日から施行し、平成17年度補助金から適用する。
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